
 

《新地方公会計制度における財務４表について》 

 

国では、地方公共団体においても資産・債務改革に積極的に取り組む必要があると

して、「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」や「公会計の整

備推進について」等の通知により、地方公共団体に対し平成２０年度決算から、新地

方公会計制度による財務書類として、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計

算書、資金収支計算書の作成を求めたところであります。 

財務書類の作成に当たっては「基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」の２つの

基本モデルがあり、登米市では、既存の決算統計情報を活用できる「総務省方式改訂

モデル」に基づいて、財務書類を作成しています。 

 

◎ 普通会計財務書類 

市の平成２０年度の普通会計財務書類は、一般会計と土地取得特別会計を対象とし

て作成しています。 

 

Ⅰ．貸借対照表（平成２１年３月３１日現在）・・・・別表１ 

貸借対照表は、基準日（平成２１年３月３１日）の財政状況について、市が保有す

る資産の構成や保有額と、それを形成するために調達した財源や負債の内容を明らか

にすることを目的としています。 

表の構成として、左側には「資産」（資金の使途の内容）が表示され、これからの

世代に残る財産状況、これまで投資された資金の使途状況などを確認することができ

ます。右側には「負債」及び「純資産」（資金の調達の内容）が表示され、これから

の世代が負担しなければならない借入金の状況、これまでの世代が負担した資金の状

況などを確認することができます。  

この表を作成することにより、これまでに整備してきた社会資本の状況やその整備

に投資した資金の状況等を一覧で確認することができます。  

 

【負 債】  

＜固定負債＞ 

翌々年度以降償還地方債・退職手当引 

当金等 

＜流動負債＞ 

翌年度償還予定地方債・賞与引当金等 

【資 産】  

＜有形固定資産＞ 

建物・土地等 

＜売却可能資産＞ 

土地等 

＜投資等＞ 

出資金・貸付金・基金・長期延滞債権

・回収不能見込額等 

＜流動資産＞ 

現金・未収金・回収不能見込額等 

【純 資 産】 

＜公共資産等整備国県補助金等＞ 

＜公共資産等整備一般財源等＞ 

＜その他一般財源等＞ 

＜資産評価差額＞ 
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〔内容〕 

【資産の部】 

資産は、「公共資産（有形固定資産、売却可能資産）」、「投資等」、「流動資産」に

区分し、昭和４４年度以降の決算統計の普通建設事業費を集計して計上しています。

土地以外の有形資産については、減価償却を行った後の金額を目的別に分類し集計

して計上しています。 

 

１ 公共資産 

登米市の有形固定資産は１，６０７億１，０３４万１千円（資産全体の８７．７％）

となっており、資産の大部分が道路などのインフラ整備や学校などの整備であり、

住民サービスに使われています。 

売却可能資産は、山林、貸付地及び現在使用中の土地を除いた財産が計上されて

おり、１０億２，５０８万７千円となっています。 

 

２ 投資等 

投資等は１４８億７，０６１万８千円（資産全体の８．１％）となっており、各

種団体への出資金、貸付金、基金等及び納付期限や回収期限から１年を越えている

債権である長期延滞債権の基準日の残高です。なお、回収不能見込額は地方税、保

育料等ですが、その金額は２億２，９７５万円となっています。 

 

３ 流動資産 

流動資産は６６億２，９９９万６千円（資産全体の３．６％）となっており、ほ

とんどが財政調整基金、減債基金などの流動性の高い基金や歳計現金といった現

金・預金となっております。現金・預金の金額が多いほど、今後の財政運営に余力

があるといえます。 

 

資産合計は１，８３２億３，６０４万２千円で、市民一人当たりにすると約２１

０万円となります。（平成２１年３月３１日現在の住民基本台帳人口８７，０８７

人で算出しています。以下同じです。） 

 

【負債の部】 

負債は、資産形成の財源として調達した資金のうち、将来に返済しなければなら

ないものをいいます。負債は、固定負債と流動負債に分類して表示しています。  

 

１ 固定負債 

地方債は、平成２２年度以降に償還される金額４６１億５，９５６万４千円とな

っています。 

その他の固定負債では、基準日に特別職を含めた全ての職員が普通退職したと想

定した場合に支払う退職手当に相当する「退職手当引当金」１２０億５，９８２万

７千円、平成２２年度以降に支払うリース料や利子補給金などの「長期未払金」  
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２０億９，２２１万８千円、損失補償等引当金４，６３８万９千円で、固定負債合

計で６０３億５，７９９万８千円となっています。 

 

２ 流動負債 

翌年度償還予定地方債は、平成２１年度に償還予定の４９億６４６万１千円、平

成２１年度に支払うリース料や利子補給金などの未払金１１億７，９５５万２千円、

賞与引当金５億３，１３５万円で、流動負債合計で６６億１，７３６万３千円とな

っています。 

 

負債合計は６６９億７，５３６万１千円で、市民一人当たりにすると約７７万円

となります。 

 

【純資産の部】 

純資産は、住民サービスを提供するために保有している財産に対応する財源のう

ち、これまでの世代がすでに負担し、今後返済の必要のないものをいいます。 

 

１ 公共資産等整備国県補助金等  

資産形成に充当された国庫補助金・県補助金の累計額で２６７億４，３５１万６

千円となっています。 

なお、土地以外の有形固定資産に充当されたものについては、その有形固定資産

の減価償却に合わせて、この財源となった国庫補助金や県補助金も償却を行ってい

ます。 

 

２ 公共資産等整備一般財源等 

公共資産等に充当された地方税や地方交付税等一般財源の累計額で１，１６２億

５，５１５万９千円となっています。 

 

３ その他一般財源等 

公共資産等整備一般財源等と区別し、将来自由に財源として使用できる純資産で

△２６７億３，８２０万１千円となっています。公共資産等の整備に関するもの以

外の財源で、多くの団体はマイナスになりますが、これは、地方債には臨時財政対

策債、減税補てん債などの資産形成を伴わない負債が存在するためです。 

 

４ 資産評価差額 

新たに売却可能資産を計上した場合や資産の評価替え等により、資産の評価額が

変動した場合、その差額を計上しています。金額は２０万７千円となっています。 

 

純資産合計は１，１６２億６，０６８万１千円で、市民一人当たりにすると約１

３３万円となります。 
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Ⅱ．行政コスト計算書（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）・・別表２ 

行政コスト計算書とは、市の１年間の行政活動で大きな比重を占めており、人によ

るサービスや医療費の助成など、資産形成につながらない行政サービスにどれだけの

コストがかかり、それをどのような歳入で賄ったかを表したものです。このコストに

は、減価償却費や退職手当引当金など現金の支出を伴わないコストも含まれます。  

表の構成としては、縦に性質別区分（人件費、物件費等）、横に目的別区分（生活

インフラ、教育、福祉等）で表し、経常行政コストから経常収益を引いたものが純経

常行政コストとなります。 

 

〔内容〕 

【経常行政コスト】 

経常行政コストの総額は３７８億９，１１４万３千円となっており、性質別にみ

ると、「１ 人にかかるコスト」が１０７億２，４９９万１千円（構成比２８．３％）、

「２ 物にかかるコスト」が１１５億９，８８４万９千円（構成比３０．６％）、「３ 

移転支出的なコスト」が１３０億８，４５３万５千円（構成比３４．５％）、「４ そ

の他のコスト」が２４億８，２７６万８千円（構成比６．６％）となっています。 

 

【経常収益】 

経常収益には、施設使用料など、直接の受益者負担に相当する額が計上されてお

り、総額は１０億４，８８８万５千円、経常収益の額の経常行政コストに対する比

率は２．８％となっています。この比率の平均的な値は、２％～８％の間の比率に

なることから、登米市は全体的に市民に対して負担を求めていないソフト面で保護

が厚いことを示しています。 

 

 

【純経常行政コスト】 

純経常行政コストは３６８億４，２２５万８千円となっており、地方税や地方交

付税といった一般財源や資産の売却益などで賄わなければならないコストになり

ます。 

 

 

Ⅲ．純資産変動計算書（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）・・別表３ 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産（資産から負債を差し引いたもの）の会

計年度中の動きを明らかにするもので、貸借対照表の純資産の部に計上されている各

数値が１年度間でどのように変動したかを示すものです。  

表の構成としては、「公共資産等整備国県補助金等」、「公共資産等整備一般財源等」、

「その他一般財源等」及び「資産評価差額」について、その増減の要因となった項目

が縦軸（左列）に計上されます。 
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〔内容〕 

期首純資産残高は１，１７１億９，１５４万５千円でしたが、純経常行政コスト

３６８億４，２２５万８千円を要した一方、地方税７５億５，３８９万４千円、地

方交付税１７８億４，９８０万８千円、その他一般財源４７億５，７６５万７千円、

補助金等５９億１，９８９万７千円等の受入れ等を行い、期末純資産残高は、９億

３，０８６万４千円減の１，１６２億６，０６８万１千円となっています。 

 

 

Ⅳ．資金収支計算書（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）・・別表４ 

資金収支計算書は、一会計期間の現金の流れを示し、どのような活動に資金を必要

とし、それをどのように賄ったかを明らかにするものです。 

市の歳出をその性質に応じて「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」、「投資・

財務的収支の部」の３つに区分し、それに対応する財源を収入として表示しています。  

 

〔内容〕 

１ 経常的収支の部 

人件費や社会保障給付などの支出と税収や地方交付税等の収入といった、経常的

な行政活動収支を計上しています。 

支出は２６１億７，１６４万６千円、収入は３６０億３，００３万円で、９８億

５，８３８万４千円の資金剰余となっています。 

 

２ 公共資産整備収支の部 

公共資産の整備にかかる支出及びその財源にかかる収入を計上しています。 

支出は７９億７，６１２万３千円、収入は６５億２，５２１万７千円で、１４億

５，０９０万６千円の支出超過となっています。この財源不足額は経常的収支の部

の資金剰余額で補てんしています。 

 

３ 投資・財務的収支の部 

地方債の償還等の支出や貸付金の回収等の収入を計上しており、投資活動や財務

活動による資金の収支を計上しています。 

支出は８１億４，８０７万６千円、収入は７億４，６６０万５千円で、７４億１

４７万１千円の支出超過となり、この財源不足額は投資・財務的収支の部と同様に

経常的収支の部の資金剰余額で補てんしています。 

 

以上のことから、登米市では１０億６００万７千円の歳計現金が当年度中に増加

しており、期末の歳計現金残高は１７億１，１２１万１千円となっています。 

なお、基礎的な収支情報（プライマリーバランス）は６億５，６４２万４千円と

なっています。 

4



 

 

 

資金収支計算書の概要 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経常的収入 

36,030,030 

 

 

 

 

 

経常的支出 

26,171,646 

経常的収支の部 

資金剰余 

9,858,384 

公共資産整備収入 

6,525,217 

資金不足 

1,450,906

 

 

公共資産整備支出

7,976,123 

公共資産整備収支の部 

投資・財務的収入 

746,605

資金不足 

7,401,471 

 

 

投資・財務的支出

8,148,076 

投資・財務的収支の部 

資
金
移
転 
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◎ 連結財務書類 
連結財務書類とは、普通会計のほか、公営企業会計、特別会計や、登米市が加入し

ている一部事務組合など、市と連携して市民サービスを実施している関係団体を連結

し、一つの行政サービスの実施主体とみなして作成する財務書類です。 

市の平成２０年度末の連結財務書類は、２３会計・団体を対象として作成していま

す。 

 

◆対象となる会計等 

① 普通会計 

(1) 一般会計 

(2) 土地取得特別会計 

 

② 公営企業会計 

(3) 病院事業会計 

(4) 老人保健施設事業会計 

(5) 水道事業会計 

 

③ 特別会計 

(6) 国民健康保険特別会計 

(7) 老人保健特別会計  

(8) 後期高齢者医療特別会計 

(9) 介護保険特別会計 

(10) 下水道事業特別会計  

(11) 宅地造成事業特別会計  

 

④ 一部事務組合・広域連合 

(12) 宮城県市町村職員退職手当組合 

(13) 宮城県市町村自治振興センター 

(14) 宮城県後期高齢者医療広域連合 

(15) 宮城県市町村非常勤消防団員補償報償組合 

 

⑤ 土地開発公社 

(16) 登米市土地開発公社 

 

⑥ 第三セクター 

(17) 財団法人登米文化振興財団 

(18) 佐沼まちづくり株式会社 

(19) 株式会社とよま振興公社 

(20) 株式会社みやぎ東和開発公社 

(21) 株式会社なかだ農業開発公社 

(22) 株式会社みなみかた町振興公社 

(23) 株式会社いしこし 

 

Ⅴ．貸借対照表・・・・・・・・・・・・・・別表５ 

Ⅵ．行政コスト計算書・・・・・・・・・・・別表６ 

Ⅶ．純資産変動計算書・・・・・・・・・・・別表７ 

Ⅷ．資金収支計算書・・・・・・・・・・・・別表８ 
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